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１． 16 年 9 月中間期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 
(1)連結経営成績 (百万円未満切捨て)

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

26,866    1.9
26,365 △4.5

442  △3.2
457 △47.3

537  6.8
502 △44.7

16 年 3 月期 54,089    1,034    1,116    
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円 銭 円  銭

16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

220 △10.4
245 △47.0

8.09
 9.03

－
－

16 年 3 月期 222    6.88 －
(注)①持分法投資損益   16 年 9 月中間期   - 百万円 15 年 9 月中間期    - 百万円 16 年 3 月期   - 百万円 
    ②期中平均株式数(連結)16年 9月中間期 27,194,944 株 15年 9月中間期 27,212,031 株 16年 3月期 27,208,370 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

43,660 
44,002 

18,478
18,364

42.3 
41.7 

679.63
674.97

16 年 3 月期 44,292 18,470 41.7 677.75
(注)期末発行済株式数(連結)16 年 9月中間期 27,189,367 株 15年 9月中間期 27,207,843 株 16年 3月期 27,200,521 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

1,585 
800 

△918
△519

△789 
△443 

1,159
1,001

16 年 3 月期 2,074 △1,632 △322 1,282
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  10 社 持分法適用非連結子会社数 -社  持分法適用関連会社数  -社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   -社 (除外)   -社    持分法 (新規)   -社 (除外)   -社 
 
２．17 年 3月期の連結業績予想（平成 16 年 4月 1日～平成 17 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通  期 54,900 1,390 720 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  25 円 19 銭 
 
 上記予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもので、実際の業績は 
今後様々な要因によって予想と異なる結果となる可能性があります。 上記予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもので、実際の業績は今後様々な要因に

よって予想と異なる結果となる可能性があります。 



 － ２ －

１．企 業 集 団 の 状 況 
 

企業集団等の概況 
 
当企業グループは、当社と子会社１１社（連結子会社１０社、非連結子会社１社）及び関連会

社１社により構成されております。 

 当企業グループが営んでいる主な事業内容、各関係会社等の当該事業に係る位置付けは、次の

とおりであります。なお事業の種類別セグメントは事業内容と一致しております。 

 

印刷ｲﾝｷ･印刷関連資材 ･･･ 
事   業   部   門 

印刷インキ、ワニス、接着剤等の製造・販売及び印刷材料、印刷

機器等の販売を行っております。 
印刷インキ等は､当社が製造販売､印刷関連資材は当社が仕入販売

しております。また、それぞれの一部を東京インキ㈱Ｕ.Ｓ.Ａ.、
共商㈱､Ｃ.Ｔ.Ｉ.（関連会社）が代理店販売を行っております。
当社と京昶パッケ－ジ㈱、精美堂印刷㈱､林インキ製造㈱、ハイニ

ックス㈱（非連結子会社）との間では製品・商品の取引が行われ

ております。 
  
化 成 品 ･ 化成商品 ･･･ 
事   業    部   門 

合成樹脂着色剤、樹脂成形材料、記録材料等の製造･販売、包装及

び土木･建設用資材等の販売を行っております。化成品は当社が製

造販売､化成商品は当社が仕入販売しております。 
また、それぞれの一部を東京インキ㈱Ｕ.Ｓ.Ａ.が代理店販売を行
っております。関西ト－インテック㈱、英泉ケミカル㈱は当社製

品の製造委託を行っております。当社とト－イン加工㈱、東京ポ

リマー㈱との間では、製品、商品の取引が行われております。 
  
賃貸その他事業部門 ････ 当社とトーインエンタープライズ㈱は不動産の賃貸またはその他

の事業を行っております。 
 



事業の系統図は次の通りであります。

国　　内　　得　　意　　先 海　　外　　得　　意　　先

製  子 会 社  子 会 社 製

  ○精美堂印刷㈱   ○東京ｲﾝｷ㈱Ｕ.Ｓ.Ａ

商   ○共商㈱ 商

  ○林ｲﾝｷ製造㈱  関連会社

品   ○東京ﾎﾟﾘﾏｰ㈱ 　  Ｃ.Ｔ.Ｉ 品

  　ﾊｲﾆｯｸｽ㈱

　製商品　 　製商品

当 社   （東  京  イ  ン  キ  ㈱）

　　商品等 　外注加工

 子 会 社  子 会 社

  ○東京ｲﾝｷ㈱Ｕ.Ｓ.Ａ   ○関西ﾄ-ｲﾝﾃｯｸ㈱

  ○京昶ﾊﾟｯｹ-ｼﾞ㈱   ○英泉ｹﾐｶﾙ㈱

  ○共商㈱

  ○ﾄ-ｲﾝ加工㈱

  ○林ｲﾝｷ製造㈱

  ○東京ﾎﾟﾘﾏ-㈱

  　ﾊｲﾆｯｸｽ㈱

（注）１．○印は連結子会社。

　　　２．関連会社Ｃolor Ｔechnology Ｉnternational Ｓ.Ａ de　Ｃ.Ｖ.は系統図では

　　　　　Ｃ.Ｔ.Ｉと称しております。

印刷インキ･印刷関連資材 　化成品･化成商品 賃貸その他

－ ３ －



 － ４ －

２．経 営 方 針 

(1)経営の基本方針 

当社グループは、経営基盤の安定と企業体質の強化を経営の最重要課題とし、色彩と可

視画像に深くかかわるメーカーとして、これまでに培ってきた技術や経験を生かし、社会

に貢献する事を基本理念としています。 

また、環境問題に関しては、より環境に配慮した製品の開発及び資源の再利用に努め、環

境保全に積極的に取り組んでまいります。 

 

(2)利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、株主各位に対して、安定且つ継続的な配当を維持すると共に

企業体質の強化のため、内部留保に努めてまいります。内部留保資金は、技術開発、省力

化など生産の効率化による競争力の強化のための投資に充当してゆく方針であります。な

お、中間配当金につきましては１株当たり３円（年間配当金６円）を予定しております。 

 

(3)中長期的な経営戦略 

中長期的な経営戦略につきましては、当社グループは印刷インキ・化成品の技術を基礎

として、関連分野への展開を図り、新しいマーケットの開拓と新製品の開発を進めてまい

ります。また、既存の事業分野においても高付加価値製品の開発を行い、収益の向上と、

経営基盤の安定強化を進めるにあたり以下の４項目をキーワードとし取り組んでまいりま

す。 

「集  中」 生産の海外移転が加速する方向にありますが、当社は経営資源を国内に集

中投資し、国内での競争力の強化を図ります。また、より収益の望める事

業分野へ経営資源を投入し経営の効率化を進めてまいります。 

「進  化」 新しい経営環境に対応できる仕組みに構築し直し、収益構造の改善と強化

を図り、高収益企業への進化を図ってまいります。 

「挑  戦」 旧来の思考や枠組みに捕われず、全てをゼロからのスタートと捉え、中期

経営計画の目標実現に向け挑戦してまいります。 

「スピード」 スリム化した組織体にし、情報の把握、伝達を迅速化し、レスポンスを重

視した経営を目指します。 

 

(4)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社グループは、経営理念に基づく経営方針実現のため、迅速な意思決定を行う経営管

理体制の構築と、的確な情報開示による透明性と公平性の維持を基本にコーポレート・ガ

バナンスを実行しております。 



 － ５ －

 当社は監査役制度を採用しており、監査役会は社外監査役を含む４名で構成されており

ます。社外監査役と当社との間に利害関係はありません。監査役は全取締役会に出席し、

更に、定期的に、また必要に応じて随時監査を実施し、取締役の職務執行を充分に監視で

きる体制になっております。 

取締役会は毎月定期的に開催し、重要事項の決定及び業務執行の監督を行っております。

また、経営環境の変化に迅速に対応すべく、常務取締役以上の取締役で構成された常務会

を開催し、重要な経営課題の検討を行っております。 

また、法律上の判断が必要な場合には、顧問弁護士に適切な助言を受けております。 

会計監査については、八重洲監査法人と監査契約を締結し、期中を通じて随時監査が実

施されております。 

 

３．経 営 成 績 

 

(1)当中間期の概況 

当中間期におけるわが国の経済は、例年にない猛暑とアテネ五輪の効果により家電販売

を中心に個人消費に明るさが見え、また製造業の業況の改善も進み、景気の回復傾向が鮮

明になってまいりした。一方、原油の高騰やアジア地域、特に中国への生産シフトの進行

が依然として行われており、国内市場の回復はやや力強さに欠ける状況で推移いたしまし

た。 

 このような状況のもと、国内を最重要地域と位置づけている当社にとっては依然として

厳しい環境が継続するなか、収益性の向上を目指し、原材料の見直し、物流コストの削減

等の諸施策を積極的に注力してまいりました。  

この結果、売上高は 268 億 6 千 6百万円で、前年同期比 5億円の増収(1.9%増)、経常利

益は 5億 3千 7百万円で、前年同期比 3千 4百万円の増益(6.8%増)、中間純利益は 2億 2

千万円で、前年同期比 2千 5百万円の減益(10.4%減)でありました。 

 

 次に、事業部門別に概況をご報告いたします。 

（印刷インキ・印刷関連資材事業部門） 

 オフセットインキは、輪転用インキがカタログ、チラシ、フリーペーパーなどの商業印

刷が堅調に推移し若干の増収となりましたが、枚葉用インキの減少もありほぼ横這いに推

移しました。 

 グラビアインキは、コート剤、ポリ用インキ、スチレン用インキはほぼ横這いに推移し

ましたが、出版用及び紙用グラビアインキはオフセット印刷への移行等で減収となりまし

た。また原油の高騰で主要原料となる溶剤価格が上昇し営業利益は厳しい結果となりまし

た。 



 － ６ －

 印刷関連資材は、ブランケットやＰＳ版などの印刷用消耗材はほぼ横這いに推移いたし

ましたが、印刷機械が減収となり全体としては減収となりました。 

この結果、売上高は 110 億 9 千 1 百万円で、前期比 2億 4 千 8 百万円の減収（2.2%減)、

営業利益は 6億 6千 2百万円で、前期比 7千 6百万円の減益（10.3％減）となりました 

 

（化成品・化成商品事業部門） 

 合成樹脂用着色剤は、関連業界の海外シフト、安価な輸入製品との競合で厳しい環境に

おかれていますが、国内関連業界へのきめ細かな営業サービス、技術サービスに加え、環

境に配慮した製品の提供を図り若干の増収となりました。 

 着色樹脂成形材料は、業界の内製化は進んでいるものの受注に注力しほぼ横ばいに推移

しました。 

 記録用材料はアメリカ向け輸出用ブラックトナーが大幅に減少した影響をうけ全体でも

大幅な減収となりました。 

 導電性樹脂成形材料および成形品は、関連業界の海外移転や成形品のリユース使用等に

より厳しい状況にありますがＩＴ業界の好況もあり若干の増収となりました。 

 化成商品は、プラスチックネットなどの包装資材及び農業資材はほぼ順調に推移いたし

ましたが、環境資材は公共事業工事の減少による影響をうけ大幅な減収となりました。 

この結果、売上高は 157 億 4 千 8 百万円で、前期比 8億 1 千 7 百万円の増収（5.5%増)、

営業利益は 4億 5千 3百万円で、前期比 1億 7千 2百万円の増益（61.6％増）となりまし

た 

 

（賃貸その他事業部門） 

 主にビジネスホテル等の不動産部門の賃貸収入でありますが、売上高は 6 千 6 百万円

で、前期比 6千 7百万円の減収（50.4%減）、営業損失は、0百万円（前期 営業利益 2千 1

百万円）となりました。 

 

（2）通期の見通し 

 今後のわが国の経済は、原油価格の高騰、公共投資の抑制、アメリカ経済の動向等、予

断を許さない状況が続くものと思われます。 

 こうした環境下にあって、当社をとりまく業界も海外移転への進行が更に進み生産の空

洞化による需要の鈍化や使用原材料単価の更なる上昇等の懸念材料も多く厳しい状況が続

くものと予想されます。このような状況のなかで当社は「原価の低減」を推進し国内での

競争力をより強化することによって利益の確保をはかる所存であります。 

 通期の見通しといたしましては、売上高 549 億円、経常利益 13 億 9 千万円、当期利益 7

億 2千万円を見込んでおります。 

 



 － ７ －

４．財 政 状 態 
(1)当中間期の概況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は 11 億 5 千

9百万円となり、前連結会計年度末より 1億 2千 2百万円減少いたしました。各キャッシュ・

フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は 15 億 8 千 5百万となりました。これは主に、税金等調整

前中間純利益 5億 1千 8百万円、減価償却費 6億 4千 4百万円、売上債権の減少額 6億 6

千 2百万円等の結果であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は 9億 1千 8百万円となりました。これは主に、有形固定

資産の取得による支出 6億 7千 6百万、投資有価証券の取得による支出 2億 1千万円等に

よるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は 7億 8千 9百万円となりました。これは主に短期借入金の

純減額 2億 5千 1百万円、長期借入金の返済による支出 4億 5千 3百万円等によるもので

あります。 

 
(2)キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成14年 

3月期 

平成15年 

3月期 

平成16年 

3月期 

平成16年 

9月中間期 

自己資本比率（％） 39.0 40.4 41.7 42.3 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率（％） 15.0 13.7 19.0 19.0 

債務償還年数（年）  3.2  5.2  3.5   － 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 20.8 17.9 29.2 45.8 

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません。）

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

1. 

2. 

3. 

各指標は、いずれも連結ベースの財務数値より計算しております。 

株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数より算出しております。 

営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子

を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシ

ュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 



(1)中間連結貸借対照表 (単位:百万円)

期　別
　科　目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

% % %

（ 資 産 の 部 ）

 流　動　資　産 25,791 59.1 25,847 58.7 26,326 59.4 

現 金 及 び 預 金 1,197 1,039 1,324 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 18,860 19,062 19,352 

た な 卸 資 産 5,354 5,576 5,239 

繰 延 税 金 資 産 385 535 420 

そ の 他 225 193 269 

貸 倒 引 当 金 231 △        560 △        279 △        

 固  定　資　産 17,869 40.9 18,154 41.3 17,966 40.6 

 有 形 固 定 資 産 12,199)(      27.9)(   12,983)(      29.5)(   12,262)(      27.7)(   

建 物 及 び 構 築 物 4,210 4,372 4,361 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 4,144 4,257 4,219 

工 具 器 具 備 品 242 299 266 

土 地 3,401 3,956 3,411 

建 設 仮 勘 定 199 97 4 

 無 形 固 定 資 産 35)(          0.1)(    57)(          0.2)(    46)(          0.1)(    

 投資その他の資産 5,633)(       12.9)(   5,113)(       11.6)(   5,656)(       12.8)(   

投 資 有 価 証 券 4,162 3,605 4,119 

長 期 貸 付 金 216 459 356 

繰 延 税 金 資 産 985 731 881 

そ の 他 843 706 842 

貸 倒 引 当 金 574 △        390 △        543 △        

資 　 産  　 合 　  計 43,660 100.0 44,002 100.0 44,292 100.0 

前連結会計年度末
(平成16年3月31日現在)

５．中間連結財務諸表等

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末
(平成16年9月30日現在) (平成15年9月30日現在)

－ ８ －



(単位:百万円)

期　別

　科　目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

（ 負 債 の 部 ） % % %

 流　動　負　債 19,040 43.6 20,199 45.9 19,287 43.5 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 12,383 11,721 12,171 

短 期 借 入 金 3,500 4,506 3,749 

一年以内返済予定長期借入金 832 971 895 

未 払 法 人 税 等 289 359 335 

賞 与 引 当 金 569 581 547 

未 払 消 費 税 等 4 66 84 

未 払 費 用 618 638 660 

そ の 他 842 1,353 841 

 固　定　負　債 6,141 14.1 5,437 12.4 6,535 14.8 

長 期 借 入 金 2,325 1,691 2,715 

繰 延 税 金 負 債 - 4 - 

退 職 給 付 引 当 金 3,529 3,385 3,480 

役員退職慰労金引当金 287 290 307 

連 結 調 整 勘 定 - 65 32 

負　   債     合     計 25,182 57.7 25,637 58.3 25,822 58.3 

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 - - - - - - 

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 3,246 7.4 3,246 7.4 3,246 7.3 

資 本 剰 余 金 2,511 5.8 2,511 5.7 2,511 5.7 

利 益 剰 余 金 11,795 27.0 11,797 26.8 11,692 26.4 

その他有価証券評価差額金 975 2.2 804 1.8 1,072 2.4 

為 替 換 算 調 整 勘 定 34 △         0.1 △   16 0.0 39 △         0.1 △   

自 己 株 式 16 △         0.0 △   11 △         0.0 △   13 △         0.0 △   

資 本 合 計 18,478 42.3 18,364 41.7 18,470 41.7 

負債、少数株主持分及び資本合計 43,660 100.0 44,002 100.0 44,292 100.0 

前連結会計年度末

(平成16年3月31日現在)

前中間連結会計期間末

(平成15年9月30日現在)

当中間連結会計期間末

(平成16年9月30日現在)

－ ９ －



(2)中間連結損益計算書 (単位:百万円)
期　別 

 科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

26,866 100.0 26,365 100.0 54,089 100.0 

22,805 84.9 22,214 84.3 45,678 84.5 

4,060 15.1 4,150 15.7 8,410 15.5 

3,618 13.5 3,693 14.0 7,376 13.6 

442 1.6 457 1.7 1,034 1.9 

営業外収益 133)(        0.5)(     95)(         0.4)(      179)(        0.3)(      

受 取 利 息 5 5 12 

受 取 配 当 金 35 27 49 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 32 32 65 

そ の 他 59 29 51 

営業外費用 38)(         0.1)(     49)(         0.2)(      97)(         0.1)(      

支 払 利 息 35 36 73 

そ の 他 2 12 23 

537 2.0 502 1.9 1,116 2.1 

特別利益 19)(         0.0)(     1)(          0.0)(      49)(         0.1)(      

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 1 48 

固 定 資 産 売 却 益 3 -  1 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 16 -  -  

特別損失 38)(         0.1)(     9)(          0.0)(      593)(        1.1)(      

固 定 資 産 廃 売 却 損 25 0 27 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3 0 9 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 -  9 9 

減 損 損 失 9 -  546 

518 1.9 494 1.9 572 1.1 

300 1.1 370 1.4 705 1.3 

1 △         0.0 △    121 △       0.4 △     355 △       0.6 △     

-  -  -  -  -  -  

220 0.8 245 0.9 222 0.4 

(至 平成16年3月31日)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

(自 平成16年4月 1日)

(至 平成16年9月30日) (至 平成15年9月30日)

(自 平成15年4月 1日)

前連結会計年度

(自 平成15年4月 1日)

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

少 数 株 主 利 益 （ 損 失 ）

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

営 業 利 益

税金等調整前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益

－ １０ －



(3)中間連結剰余金計算書 (単位：百万円)

期　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日) (自 平成15年4月 1日) (自 平成15年4月 1日)

(至 平成16年9月30日) (至 平成15年9月30日) (至 平成16年3月31日)

科　目 金　　額 金　　額 金　　額

資本剰余金の部

Ⅰ 2,511  2,511  2,511  

Ⅱ 2,511  2,511  2,511  

利益剰余金の部

Ⅰ 11,692  11,672  11,672  

Ⅱ 220  245  222  

220  245  222  

Ⅲ 116  120  201  

81  81  163  

35  38  38  

Ⅳ 11,795  11,797  11,692  

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資本剰余金中間期末(期末)残高

取 締 役 賞 与 金

利益剰余金中間期末（期末）残高

配 当 金

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

－ １１ －



(4)中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

期　　別　　 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

(自 平成16年4月 1日) (自 平成15年4月 1日) (自 平成15年4月 1日)
(至 平成16年9月30日) (至 平成15年9月30日) (至 平成16年3月31日)

科　　目 金  額 金  額 金  額
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益 518 494 572 
減価償却費 644 739 1,583 
減損損失 9 － 546 
有形固定資産廃却損 25 － 24 
貸倒引当金の増減額 17          △        11 110          △       
退職給付引当金の増減額 49 43 137 
受取利息及び配当金 41          △        33          △        62          △        
支払利息 35 36 73 
有形固定資産売却損益 3          △         0 2 
投資有価証券評価損 3 0 9 
投資有価証券売却損益 0          △         7 38          △        
売上債権の増減額 662 631 123 
たな卸資産の増減額 106          △       99 409 
仕入債務の増減額 207 348          △       140 
その他 85          △        197          △       269          △       

小   計 1,901 1,485 3,143 
利息及び配当金の受取額 38 33 62 
利息の支払額 34          △        34          △        71          △        
法人税等の支払額 319          △       683          △       1,060          △     
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,585 800 2,074 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 33          △        30          △        42          △        
定期預金の払戻による収入 31 139 146 
有形固定資産の取得による支出 676          △       542          △       1,747          △     
有形固定資産の売却による収入 5 4 16 
投資有価証券の取得による支出 210          △       76          △        203          △       
投資有価証券の売却による収入 0 14 116 
貸付けによる支出 67          △        115          △       134          △       
貸付金の回収による収入 37 43 167 
その他 6          △         43 47 
投資活動によるキャッシュ・フロー 918          △       519          △       1,632          △     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額 251          △       298 443          △       
長期借入金の増加による収入 － － 1,500 
長期借入金の返済による支出 453          △       658          △       1,211          △     
配当金の支払額 81          △        81          △        163          △       
その他 3          △         2          △         4          △         
財務活動によるキャッシュ・フロー 789          △       443          △       322          △       

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0          △         1          △         
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 122          △       162          △       117 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,282 1,164 1,164 

Ⅶ 1,159 1,001 1,282 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

－ １２ －



－ １３ － 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

 

１．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は 10 社であり、非連結子会社１社であります。非連結子会社１社は

小規模会社であり、総資産、売上高、中間純利益及び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。なお会社名

は「1.企業集団の状況」に記載しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社はそれぞれ 1 社で、いずれ

も中間純利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除外しております。なお会社名は「1.企業集

団の状況」に記載しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

中間決算日が中間連結決算日と異なる場合の内容等 

 東京インキ㈱U.S.A の中間決算日は、6 月 30 日であります。中間連結財務諸表

を作成するに当たっては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。なお他

の連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券   

  その他有価証券 時価のあるもの ････ 中間連結会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法 (評価

差額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

  時価のないもの ････ 移動平均法による原価法 

 ②デリバティブ取引･･････ 時価法  

 ③たな卸資産   

  商品・原材料・貯蔵品･国内連結会社は主として移動平均法による原価法、

在外連結子会社は先入先出法による低価法 

  製品 ･･･････････････ 主として総平均法による原価法 

  仕掛品 ･････････････ 主として個別法による原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産    

   定率法(ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物については、定額法) 

 ②無形固定資産    

  定額法 

(3)重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金    

   一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 



－ １４ － 

 ②賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

 ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生している

と認められる額を計上しております。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法によりそれぞれ発生の翌期より

費用処理しております。 

 ④役員退職慰労金引当金 

  役員の退職慰労金支出に備えるため、内規による要支給額を計上しておりま

す。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、当社および国内連結子会社は通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、在外連結子会社は通常の売買取引にかかる方法

に準じた会計処理によっております。 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

  

 

 

繰延ヘッジ処理によっております。 

また、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用

しております。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・へッジ手段 ･･･ デリバティブ取引(為替予約取引、通貨オプション取引及

び金利スワップ取引) 

  ・ヘッジ対象 ･･･ 相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評価

に反映されていないもの及びキャッシュ・フローが固定さ

れその変動が回避されるもの 

 ③ヘッジ方針 

  変動相場リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を利用する方針であ

り、短期的な売買差益を獲得する目的や投機目的のために単独でデリバティ

ブ取引を利用しない方針であります。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

  金利スワップ取引についてはヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件

が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して金利の変動による影響を

相殺または一定の範囲に限定する効果が見込まれるため、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。 

為替予約及び通貨オプション取引については、取引全てが将来の購入予定に

基づくものであり、実行の可能性が極めて高いため有効性の判定は省略して

おります。 
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(6)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

 ①消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 ②固定資産の減損に係る会計基準 

  固定資産の減損に係る会計基準(｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書｣(企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日))及び｢固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第 6 号 平成 15 年 10 月 31 日)が平

成 16 年 3 月 31 日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、前連結会計年度から同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。 

当中間期において 9 百万円の減損損失を特別損失に計上しており、前中間期に

比べ、税金等調整前中間純利益は同額減少しております。 

 

５．中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金､要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い､容易に換金可能であり､かつ､価値の変動について僅少なリスクしか負わない

短期的な投資からなっております。 
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注記事項 

 

    

（中間連結貸借対照表関係） 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度

 （H16.4～H16.9) (H15.4～H15.9) (H15.4～H16.3)

１．有形固定資産減価償却累計額 21,244 百万円 20,452 百万円 20,818 百万円

２．受取手形割引高 －百万円 84 百万円 －百万円

３．受取手形裏書譲渡高 29 百万円 75 百万円 29 百万円

４．担保に供している資産  

  定期預金 －百万円 30 百万円 －百万円

  有形固定資産 7,081 百万円 7,418 百万円 7,347 百万円

  投資有価証券 2,386 百万円 1,958 百万円 2,419 百万円

５．保証債務 558 百万円 786 百万円 554 百万円

 

（中間連結損益計算書関係） 

   

販売費及び一般管理費のうち重要な費目及び金額  

 発送梱包費 721 百万円 690 百万円 1,408 百万円

 貸倒引当金繰入額 －百万円 53 百万円 43 百万円

 給料手当賞与 1,067 百万円 1,135 百万円 2,457 百万円

 賞与引当金繰入額 230 百万円 237 百万円 219 百万円

 福利厚生費 196 百万円 229 百万円 432 百万円

 退職給付引当金繰入額 113 百万円 119 百万円 284 百万円

 通信交通費 222 百万円 210 百万円 436 百万円

 減価償却費 140 百万円 148 百万円 317 百万円

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

 

 現金及び預金勘定 1,197 百万円 1,039 百万円 1,324 百万円

 預入期間が 3 ヶ月を超える定期預金  △ 37 百万円 △ 37 百万円 △ 42 百万円

 現金及び現金同等物 1,159 百万円 1,001 百万円 1,282 百万円

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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（減損損失） 

当中間連結会計期間（自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 9 月 30 日） 

当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

場所 用途 種類 金額 

京昶パッケージ㈱ 

（埼玉県吉川市） 

印刷 

インキ製造工場 
土地・その他 0 百万円

精美堂印刷㈱ 

（埼玉県川口市） 

印刷 

インキ製造工場 
土地・その他 5 百万円

東京インキ㈱ 

（福島県猪苗代町） 
遊休地 土地 3 百万円

資産のグルーピングについては、事業所の区分に基づき決定しました。 

各製造工場につきましては資産グループが使用されている営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスとなっております。したがって上記の資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(5百万円)として特別損失に計上い

たしました。その内訳は土地5百万円、その他0百万円であります。なお、資産グルー

プの回収可能価額は正味売却価額によって測定しており、土地については相続税評価

額、その他については資産の特性によって見積り方法を選択適用して時価を算定して

おります。 

福島県に所有する土地につきましては遊休資産となっておりますので、当該資産グル

ープの帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失(3百万円)として特

別損失に計上しました。なお、資産グループの回収可能額は正味売却価額によって測

定しており、土地について相続税評価額にて評価しております。 

 

前中間連結会計期間（自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 15 年 9 月 30 日） 

前中間会計期間においては固定資産の減損に係る会計基準は適用しておりません。 

 

前連結会計年度 （自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 3 月 31 日） 

前連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を

計上いたしました。 

場所 用途 種類 金額 

京昶パッケージ㈱ 

（埼玉県吉川市） 

印刷 

インキ製造工場 
土地・その他 243 百万円

英泉ケミカル㈱ 

（埼玉県比企郡） 
化成品製造工場 土地・その他 139 百万円

トーイン加工㈱ 

（宮崎県都城市） 
化成品製造工場 土地・その他 115 百万円

精美堂印刷㈱ 

（埼玉県川口市） 

印刷 

インキ製造工場 
土地・その他 34 百万円

東京インキ㈱ 

（福島県猪苗代町） 
遊休地 土地 14 百万円

資産のグルーピングについては、事業所の区分に基づき決定しました。 

各製造工場につきましては土地の時価が取得時に比べて大幅に下落しており、今後も
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これを補うだけの確実な製造拡大は見込まれておりません。したがって上記の資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(531百万円)と

して特別損失に計上いたしました。その内訳は土地531百万円、その他0百万円であり

ます。なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額によって測定しており、土

地については相続税評価額、その他については資産の特性によって見積り方法を選択

適用して時価を算定しております。 

福島県に所有する土地につきましては遊休資産となっておりますので、当該資産グル

ープの帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失(14百万円)として特

別損失に計上しました。なお、資産グループの回収可能額は正味売却価額によって測

定しており、土地について相続税評価額にて評価しております。 

 

  

６．セ グ メ ン ト 情 報 

 

1.事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 9 月 30 日）（単位：百万円） 

 印刷ｲﾝｷ･ 
印刷関連資材

事業部門 

化成品･

化成商品

事業部門

賃  貸

その他

事業部門 

 

計  

消去 

又は 

全社 

 

連結 

売上高及び営業損益       

 売 上 高       

(１)外部顧客に対する売上高 11,091 15,748 26 26,866   - 26,866

(２)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間 の内部売上高又は振替高    -      - 39     39 ( 39)      -

計 11,091 15,748 66 26,906 ( 39) 26,866

営 業 費 用 10,429 15,295 66 25,790 633 26,423

営 業 利 益    662    453 ( 0)  1,115 (672)    442

前中間連結会計期間（自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 15 年 9 月 30 日）（単位：百万円） 

 印刷ｲﾝｷ･ 
印刷関連資材

事業部門 

化成品･

化成商品

事業部門

賃  貸

その他

事業部門 

 

計  

消去 

又は 

全社 

 

連結 

売上高及び営業損益       

 売 上 高       

(１)外部顧客に対する売上高 11,340 14,930  94 26,365    － 26,365

(２） ｾｸﾞﾒﾝﾄ間 の内部売上高又は振替高      -      -  39     39 ( 39)     －

計 11,340 14,930 133 26,405 ( 39) 26,365

営 業 費 用 10,601 14,650 112 25,364 543 25,908

営 業 利 益    738    280  21  1,040 (583)    457

 

 

 

 

 

 

 

 



－ １９ － 

前連結会計年度（自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 3 月 31 日）  （単位：百万円） 

 印刷ｲﾝｷ･ 
印刷関連資材

事業部門 

化成品･

化成商品

事業部門

賃  貸

その他

事業部門 

 

計  

消去 

又は 

全社 

 

連結 

売上高及び営業損益       

 売 上 高       

(１）外部顧客に対する売上高 23,698 30,241   149 54,089   － 54,089

(２） ｾｸﾞﾒﾝﾄ間 の内部売上高又は振替高     －     －    79     79 ( 79)    －

計 23,698 30,241   228 54,168 ( 79) 54,089

営 業 費 用 22,168 29,526   231 51,926 1,128 53,054

営 業 利 益  1,530    714 (  2)  2,241 (1,207)  1,034

 

(注) １．事業区分は、製商品系列別を基礎とし区分しております。 

 ２．各事業部門の主要取扱品目 

 （１）印刷インキ・印刷関連資材事業部門 ････ 印刷インキ、ワニス、接着剤、

印刷材料、印刷機器 

 （２）化成品・化成商品事業部門 ･･･････････ 合成樹脂着色剤、樹脂成形材

料、記録材料、包装及び土

木・建設用資材 

 （３）賃貸その他事業部門 ･････････････････ 不動産の賃貸等 

 

 

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なも

のは、親会社本社の管理部門に係る費用であります。 

  当中間連結会計期間 672 百万円  

  前中間連結会計期間 583 百万円  

  前連結会計年度 1,207 百万円  

 

２．所在地別セグメント情報   

 当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度は、全セグメ

ントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が 90%を越えているため開示し

ておりません。 

３．海外売上高   

 当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度は、海外売上

高が連結売上高の 10%未満のため開示しておりません。 
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７．有価証券及びデリバティブ取引に関する状況 

１．有価証券関係 

当中間連結会計期間末（平成 16 年 9 月 30 日現在） 
 １．時価のある有価証券 （単位：百万円） 

区分 取得原価 
中間連結貸借 

対照表計上額 
差額 

その他有価証券    

 ①株式 2,004 3,649 1,645 

 ②債券    －    －   － 

 ③その他    －    －   － 

計 2,004 3,649 1,645 

 ２．時価評価されていない主な有価証券 （単位：百万円） 

区 分 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

①非上場株式（店頭売買株式を除く） 484 

前中間連結会計期間末（平成 15 年 9 月 30 日現在） 

 １．時価のある有価証券 （単位：百万円） 

区分 取得原価 
中間連結貸借 

対照表計上額 
差額 

その他有価証券    

 ①株式 1,758 3,113 1,355 

 ②債券    －    －    － 

 ③その他    －    －    － 

計 1,758 3,113 1,355 

 ２．時価評価されていない主な有価証券 （単位：百万円） 

区 分 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

①非上場株式（店頭売買株式を除く） 463 

前連結会計年度末（平成 16 年 3 月 31 日現在）  

１．時価のある有価証券 （単位：百万円） 

区分 取得原価 

連結貸借対照

表 

計上額 

差額 

その他有価証券    

 ①株式 1,844 3,653  1,808 

 ②債券    －    －    － 

 ③その他    －    －    － 

計 1,844 3,653  1,808 

 ２．時価評価されていない主な有価証券 （単位：百万円） 

区 分 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

①非上場株式（店頭売買株式を除く） 437 

 

２．デリバティブ取引に関する状況 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 




